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Ⅰ　令和４年度当初予算（案）前年度比較表 　　

（一般会計）

国　庫
支出金

県　債 その他

11,192 11,254 99.4 578 935 1,253 8,425

(項)環境管理費 8,096 7,886 102.7 33 －        48 8,014

(項)環境保全
　　対 策 費

1,396 2,033 68.7 189 269 997 △ 59

(項)自然保護費 1,699 1,334 127.3 356 666 207 469

15,979 14,973 106.7 3,292 2,508 1,934 8,245

(項)農 業 費 1,440 1,249 115.3 137 211 452 639

(項)畜産業費 419 392 107.0 59 0 116 243

(項)農 地 費 2,351 2,318 101.4 1,155 580 335 279

(項)林 業 費 9,342 8,521 109.6 1,112 1,034 760 6,435

(項)水産業費 2,425 2,491 97.4 826 683 268 647

544 884 61.5 273 234 －        36

(項)農林水産施
  設災害復旧費

544 884 61.5 273 234 －        36

27,716 27,113 102.2 4,144 3,677 3,187 16,707

32 △ 32
その他
特定収入

27,716 27,113 102.2 4,144 3,677 3,220 16,674

（特別会計）

142 137 103.9 

67 62 108.4 

8,633 8,495 101.6 

158 131 120.9 

9,002 8,827 102.0 

36,719 35,940 102.2 

小　　計

 　　　（単位：百万円、％）

         内　訳

 科　目

令和４年度
当初予算額

(案)
           A

令和３年度
当初予算額

           B

対前年度
比　　較

     A/B

令　和　４　年　度　の　財　源　内　訳

備　考
特　定　財　源

一般財源

(款) 環  境  費

(款)農林水産業費

(款)災害復旧費

特別会計　計

環境農政局合計

一般会計　計

恩賜記念林業振興
資金会計

林業改善資金会計

水源環境保全・再
生事業会計
沿岸漁業改善資金
会計
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Ⅱ 令和４年度主要事業の概要 
○新印は、令和４年度新規事業です。 

☆印は、内容の詳細が別冊「付属資料」に記載されています。 

                     丸数字は、事業の対象区域を示すものです。 

① 全市町村、② 政令市を除く市町村、                 

③ 政令市・中核市を除く市町村、④ 特定市町村、 

⑤ その他 

地球温暖化対策の推進                                

１ 地球温暖化対策計画の推進 

 (1) 脱炭素化戦略推進事業費 ①                    3,000万円☆ 

国の「地域脱炭素ロードマップ」等を踏まえ、温室効果ガス排出量の削減目標の達成

に向けて、県が行うべき総合的な対策の整理及び取りまとめのほか、その効果推計等を

含めた戦略を策定するとともに、地域の脱炭素化を図るための神奈川県版脱炭素モデル

地域の設置に向けて、地域における取組内容に関する調査等を行う。 

 

 (2) 地域再エネ導入目標策定業務委託費 ①                983万円 

地球温暖化対策の推進に関する法律の一部改正に伴い、神奈川県地球温暖化対策計画

に再エネの利用促進等に関する施策目標の追加が義務付けられたことから、その目標策

定に必要となる、数値等に関する調査を実施する。 

 

(3) 中小規模事業者省エネルギーサポート事業費 ①            857万円  

中小規模事業者の省エネ対策への取組を支援するため、省エネに関する専門家による

無料の省エネ診断を実施する。 

 

 (4) 中小規模事業者省エネルギー設備導入支援補助 ①        1億4,661万円☆ 

   中小規模事業者のサプライチェーンの脱炭素化への取組を支援するため、省エネ診断

で提案された設備の導入に対して補助する。 

 

(5) 地球温暖化対策推進条例施行費（一部） ①                 540万円  

県内の温室効果ガス削減に向けた取組の促進を図るため、一定規模以上の事業活動・

建築物・開発事業についての計画書制度を着実に運用する。 

 

  (6) 気候変動対策推進費 ①                      1,614万円  

気候変動に関する県民や事業者等の関心や理解を深めるため、小学生向けの動画学習

教材や、脱炭素に関する県の取組等の情報を一元化した新たなポータルサイトの作成等

を行う。 

一部○新   

  

○新 

○新 

○新  
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２ 環境分野における人、技術、情報の広域連携・国際交流の推進 

(1) （公財）地球環境戦略研究機関補助 ①                  8,645万円  

地球規模、特にアジア・太平洋地域の持続可能な開発を実現していくために必要な政

策的・実践的な研究を行う（公財）地球環境戦略研究機関に対して、誘致自治体として

運営費を補助する。 

 

(2) 地球温暖化対策普及推進費（一部） ①                   170万円  

九都県市が連携して、節電及び地球温暖化防止に係るキャンペーンや環境分野におけ

る国際協力事業を実施する。 

 

３ 環境に配慮した活動の促進 

(1) 地球温暖化対策普及推進費（一部） ①                 180万円  

家庭における省エネを推進するため、ガイドブックを作成し、家電量販店やホームセ

ンター等と連携した普及啓発等を行う。 

 

(2) 環境影響評価条例運営費 ①                     532万円  

環境影響評価法及び環境影響評価条例に基づき、一定規模以上の事業について、環境

影響評価のための審査を行う。 

 

４ 総合的な環境学習・教育の推進 

(1) 環境学習推進事業費 ①                            642万円  

環境学習を推進するため、環境問題についての知識や経験を有する企業やＮＰＯ等の

専門家を学校に派遣するほか、地域で活動する地球温暖化防止活動推進員や環境団体の

支援を実施する。 

 

５ 県の率先実行の推進 

 (1) 公用車の電動車化 ①                      3,358万円☆ 

  代替可能な電動車がない場合等を除き、知事部局及び教育委員会の公用車について

は、2030年度までに全て電動車化することを目指し、ＥＶ等の電動車を率先して導入する。 

(令和４年度導入台数：ＥＶ１台、ＰＨＶ２台、ＨＶ９台） 

 

(2) 県有施設の再エネ電力100％化 ①                  （※） - 万円☆ 

  2030年度までに全県有施設の使用電力を100％再エネに転換することを目指し、令和

４年度は一部の県有施設で再エネ電力への切り替えを実施する。 

※ これまでの通常電力の予算の範囲内で対応予定のため、｢ - 万円｣としている。 

 

一部○新   

  

○新  
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循環型社会づくり                                   

１ 資源循環の推進 

(1) 廃棄物総合対策推進事業費 ①                              859万円  

事業者の３Ｒ（リデュース：排出抑制、リユース：再使用、リサイクル：再生利用）

に向けた取組を支援するため、多量排出事業者等が提出する報告書の集計・分析結果や

取組事例等を情報提供するほか、３Ｒに関する普及啓発等を実施する。 

 

(2) 循環型社会づくり推進事業費 ①                     190万円 

循環型社会づくり計画の目標の達成に向け、施策の柱である「資源循環の推進」及び

「適正処理の推進」を図るため、食品廃棄物の削減や廃プラスチック類等の資源循環の

推進に係る普及啓発等を実施する。 

 

(3) プラスチックごみ削減推進事業費 ①                  803万円☆ 

「かながわプラごみゼロ宣言」に基づき、2030年までのできるだけ早期に、リサイク

ルされない、廃棄されるプラスチックごみゼロを目指すため、ワンウェイプラの削減、

プラごみの再生利用の推進、クリーン活動の拡大等に係る取組を行う。 

 

２ 適正処理の推進 

(1) 海岸漂着物等対策事業費 ④                    2億2,235万円  

海岸の良好な環境や景観を保全するため、公益財団法人かながわ海岸美化財団が実施

する海岸清掃事業費を負担するとともに、相模湾沿岸13市町の海岸清掃事業費を補助す

る。 

また、海岸ごみの発生抑制のため、海岸利用者への普及啓発等を行う。 

 

(2) 不法投棄対策等推進費 ③                         933万円  

不法投棄等の残存量を減少させるため、市町村、警察等と連携した監視パトロール等

の未然防止対策と既存事案の改善指導等を行う。 

 

(3) 産業廃棄物最終処分場費 ①                    5億9,471万円  

産業廃棄物の適正処理を推進するため、安全性のモデルとして設置されたかながわ環

境整備センター（横須賀市芦名）の運営を行う。 

 

 (4) ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理推進費 ①                  3億1,051万円 

ＰＣＢ廃棄物の適正処理を推進するため、事業者に対する掘り起こし調査を実施する

とともに、県機関（教育局、企業局を除く）が保管するＰＣＢ廃棄物等の処理、処理に

必要な調査等及び民間事業場が保管するＰＣＢ廃棄物の行政代執行を行う。 
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生活環境の保全                                   

１ 大気水質保全の取組 

(1) 大気汚染監視用機器更新費 ④                   1,689万円  

県民の健康の保護と生活環境の保全のため、大気汚染防止法に基づき、ＰＭ2.5など

大気中の汚染物質を常時監視するための測定機器を計画的に整備する。 

 

(2) 有害大気汚染物質モニタリング調査費 ④                1,045万円  

化学物質による健康影響を未然に防止するため、大気汚染防止法に基づく優先取組物

質の大気環境中濃度のモニタリング調査を行う。 

 

(3) 水質常時監視費  ④                                4,682万円  

河川・湖沼等の公共用水域及び地下水における水質汚濁等の状況を適正に把握するた

め、水質汚濁防止法に基づき、公共用水域及び地下水のモニタリング調査を行う。 

 

(4) 大気汚染防止法等施行事務費  ①                           352万円  

大気汚染、騒音、振動及び悪臭による公害を防止するため、工場等の発生源に対する

規制指導を行うとともに、県民や事業者に対して公害防止対策の普及啓発を図る。 

また、フロン排出抑制法に基づき、フロン類充塡回収業者の登録事務や立入検査の実

施等の指導を行う。 

 

２ 自動車交通環境対策の推進 

(1) 自動車排出ＮＯｘ・ＰＭ総量削減対策推進事業費  ①                995万円  

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく総量削減計画の進捗状況調査を実施するとともに、総

量削減計画の目標を達成するため、生活環境の保全等に関する条例に基づく旧式ディー 

ゼル自動車の運行規制等に係る指導・取締り及び規制内容の周知を行う。 

 

３ 化学物質の環境影響低減化の推進 

(1) 化学物質環境調査事業費 ②                          328万円  

化学物質による汚染の実態を把握して環境影響の評価を行うため、調査を実施すると

ともに、測定方法の検証や分析方法の開発等を行う。 

 

(2) ダイオキシン対策推進事業費  ③                          963万円  

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、大気、公共用水域・土壌・地下水の環境汚

染状況を把握するためのモニタリング調査を行うとともに、汚染原因究明等のための緊

急調査を実施する。 
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４ アスベスト対策の推進 

(1) アスベスト環境調査事業費  ④                            362万円  

アスベストの飛散防止対策や県民不安へ対応するため、大気汚染防止法に基づき、ア

スベスト除去工事の作業基準の遵守状況等を調査する。 

 

○新(2) 災害時等アスベスト飛散防止対策推進事業費  ④             250万円 

大規模災害時のアスベストの飛散を防止するため、大気汚染防止法等に基づき、平常

時から建築物の所有者等によるアスベスト含有建材の使用の有無の把握調査を促進する

取組を行う。 

 

５ 水環境保全対策の推進 

(1) 流域環境保全行動推進事業費 ①                          226万円  

上流域を含めた相模川や酒匂川の流域環境を保全するため、市民、事業者、行政が一

体となった取組を推進する。 

 

６ 地下水保全対策の推進 

(1) 地下水・土壌保全対策推進費 ④                               100万円  

県民の健康の保護と生活環境の保全のため、水質汚濁防止法、土壌汚染対策法及び生

活環境の保全等に関する条例に基づき、地下水及び土壌の汚染への迅速な対応と効果的

な浄化対策指導等を行う。 

 

自然環境の保全・再生と活用                                   

１ 地域の特性を生かした多彩な森林づくり 

(1) 造林事業費 ①                         1億7,436万円  

森林資源の充実や県土保全など、森林の有する多面的機能を総合的かつ高度に発揮さ

せるため、民有林の適正な整備に対して補助する。 

 

(2) 治山事業費 ④                        12億3,170万円  

山地災害の防止、水源かん養機能の向上、生活環境の保全を図るため、荒廃地の復

旧、山地災害危険地区の保全を行うとともに、既存の治山施設の補修を行う。 

＜実施地区＞足柄上郡山北町山市場（峰ノ沢）ほか27箇所 

 

(3) 保安林改良事業費 ①                        1億2,455万円  

自然災害等により水源かん養等の機能が低下した保安林において、機能の回復、高度

発揮を図るため、森林整備を実施する。 

＜実施地区＞藤沢市（辻堂西海岸）ほか８箇所 
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 (4) 松くい虫等防除事業費 ①                      1,637万円 

松くい虫による松枯れ被害及び被害区域が拡大しているカシノナガキクイムシによ 

るナラ枯れ被害を防除するため、樹幹への薬剤注入や被害木の駆除による防除事業を 

実施する市町村に対して補助する。 

 

２ 水源の森林づくりの推進 

(1) 水源の森林づくり事業費 ④                     25億6,753万円  

水源かん養など森林の持つ公益的機能の向上を図り、良質な水を安定的に確保するた

め、水源の森林エリア内の私有林の公的管理・支援を推進する。  

 

(2) 水源林土壌保全対策事業費 ④                   4億2,357万円  

森林の土壌保全を図るため、県内水源保全地域内において、崩壊地の拡大等を防止す

る土木的工法も採り入れた対策に取り組むとともに、土壌流出が懸念される森林におい

て、筋工や植生保護柵等を組み合わせた対策を推進する。 

 

(3) 高齢級間伐促進事業費 ④                      353万円  

森林の持つ公益的機能の向上を図るため、地域水源林エリア内の森林について、森林

所有者等が行う高齢級間伐に対して補助する。 

 

(4) 県民参加森林づくり活動事業費 ①                  6,660万円  

県民との協働による森林づくり活動を推進するため、森林づくり県民運動の普及啓発

等を行う公益財団法人かながわトラストみどり財団に対して補助する。 

 

３ 水源環境保全・再生を支える取組の推進 

(1) 市町村事業推進費 ④                       17億1,042万円 

相模原市ほか18市町村が主体的に実施する水源環境保全・再生の取組の着実な推進を

図るため、当該市町村が計画的に実施する事業に対して補助する。 

 

(2) 相模川水系県外上流域対策費 ⑤                    4,288万円  

相模川水系の県外上流域における水源環境の保全・再生を図るため、山梨県と共同し

て、森林整備及び生活排水対策の取組を実施する。 

 

(3) 県民会議等運営費 ①                          6,276万円  

県民参加のもとで水源環境保全・再生施策を推進するため、水源環境保全・再生かな

がわ県民会議の運営や施策の普及啓発等を行うとともに、市民団体やＮＰＯ等が実施す

る水源環境保全活動に対して補助する。 
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４ 丹沢大山の自然再生 

 (1) 自然公園施設整備費 ④                        2億9,030万円 

富士箱根伊豆国立公園（箱根地域）や丹沢大山国定公園等の自然環境の保全及び公園

利用者の安全性・快適性の向上を図るため、登山道などの自然公園施設を整備する。 

 

(2) 丹沢大山保全・再生対策事業費 ④                 3億2,731万円☆ 

丹沢大山において、ブナ林等の再生の取組や、登山道補修等の県民協働事業を実施す

るとともに、丹沢大山及び周辺地域の植生回復と衰退防止を図るため、中高標高域にお

けるシカ管理捕獲や水源保全地域における市町村のシカ管理捕獲に対して補助する。 

 

(3) かながわパークレンジャー等活動推進費 ④                1,056万円  

かながわパークレンジャーを中心に県民による自然環境保全活動を推進するととも

に、自然公園指導員等の活動と連携し、自然公園の適正利用を促進する。 

 

(4) 大涌谷自然研究路利用推進費 ④                   719万円 

   箱根町の大涌谷付近を震源とする火山性地震の増加等により、平成27年５月から閉 

鎖している大涌谷自然研究路について、監視員を配置し安全な利用を図る。 

 

５ 都市の緑地の保全と活用 

(1) 古都及び緑地保全事業費（公共事業） ④                    2億8,311万円  

鎌倉などの古都における歴史的風土を保存するとともに都市近郊の緑地を保全し、良

好な都市環境の形成を図るため、緑地の買入れ及び保全に必要な施設の整備等を実施す

る。 

 

(2) 県有緑地等緊急防災対策事業費（単独事業） ④                 5億1,092万円☆ 

     県有緑地における災害等を未然に防止するため、法面防災工事等を実施するととも 

に、危険木調査を行い、伐採等の緊急対策を実施する。 

 

(3) 小網代の森施設整備費 ④                                 270万円  

県内に残る貴重な自然である「小網代の森」（三浦市三崎町小網代）を利用する県民

の利便性の向上及び安全性確保のため、適正な維持管理を行う。 

 

(4) 小網代の森維持管理費 ④                                 976万円  

環境学習の場である「小網代の森」の適正な維持管理を行う。 
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(5) 地域制緑地維持管理費 ④                         2,051万円  

特別緑地保全地区等の県有緑地において、適正な維持管理を行う。 

 

(6) 古都緑地維持管理費 ④                         2,645万円  

歴史的風土特別保存地区内の県有緑地において、適正な維持管理を行う。 

 

(7) 自然環境保全対策事業費 ①                    1,332万円☆ 

   自然環境保全地域特別地区の保全を図り、自然保護思想を普及啓発することに加え、

良好な自然環境の維持・保全の一助とするため、希少種であるツキノワグマの生息状況

を把握する。 

 

(8) 生物多様性保全基盤整備事業推進費（一部） ①                52万円  

アドバイザーを派遣するなど県民や事業者等が生物多様性を理解し、生物多様性に配

慮した行動や保全のための行動をとることを促進する取組を行うとともに、かながわ生

物多様性計画の令和５年度改訂に向けた準備を行う。 

 

 (9) 神奈川県レッドデータブック更新事業費 ①               210万円  

生物多様性の保全のため、県内希少生物の生息・生育状況を調査し、絶滅の危険度を

評価したレッドデータブックの計画的・継続的な更新を行う。 

 

６ 里地里山の保全・活用 

(1) 認定協定活動団体支援事業費補助 ④                 798万円  

里地里山の保全等を促進するため、里地里山活動協定の認定を受けた団体が行う里地

里山の保全等の活動に対して補助する。 

 

(2) 里地里山保全等推進費 ④                       56万円  

地域住民等の里地里山の保全等活動の立ち上げ支援や、里地里山活動協定の認定を受

けた団体の活動継続のため、コーディネーターによる活動への助言、指導等を実施す

る。 

 

７ 野生鳥獣の保護管理の推進 

(1) 鳥獣被害緊急対策事業費 ④                      1,008万円☆ 

   鳥獣被害の拡大を防ぐため、市町村と一体となって行う対策強化のための経費や広域

獣害防護柵の補修経費に対して補助するとともに、イノシシやシカの捕獲奨励金を交付

する。 
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(2) 地域ぐるみ鳥獣被害対策推進費 ①                  2,678万円☆  

市町村や住民が地域ぐるみで取り組む鳥獣被害対策※を支援するため、かながわ鳥獣

被害対策支援センター（平塚市西八幡）が専門的観点からの技術的支援や人材の育成な

どを行うとともに、ツキノワグマの被害防止の強化に取り組む。 

※ ①集落環境整備、②防護対策及び③捕獲の３つの基本対策を地域が一体となって実施 

 

(3) 鳥獣被害対策事業費補助（団体）＜市町村分は政策局対応＞ ④     105万円☆  

野生鳥獣による被害対策等の効果的な実施を図るため、市町村等で構成する団体が行

う捕獲等の取組に対して補助する。＜市町村への補助は、政策局市町村課の「市町村事

業推進交付金」において計上＞ 

 

(4) 鳥獣被害防止特別措置事業費補助（団体） ④              1億 450万円☆  

市町村や農業協同組合等で構成する地域協議会が被害防止計画に基づいて行う鳥獣被

害対策を支援するため、侵入防止柵の整備や捕獲などの取組に対して補助する。 

 

(5) 鳥獣被害防止特別措置事業費 ④                   747万円☆ 

農業被害防止対策等に活用するため、有害鳥獣の行動分析等を実施する。 

 

(6) 特定鳥獣（シカ・サル）保護管理事業費 ④                   2,174万円☆  

ニホンジカ管理計画及びニホンザル管理計画に基づき、丹沢大山の自然植生回復のた

めのシカ管理捕獲やシカ・サルの生息状況調査等を実施する。 

 

(7) 指定管理鳥獣捕獲等事業費 ④                     644万円☆ 

集中的かつ広域的な管理が必要な「指定管理鳥獣」として国が定めているイノシシ

は、農作物への被害の増加や生息分布域の拡大による人身被害、生活被害の発生も懸念

されているため、イノシシ管理計画に基づく捕獲等の取組を実施する。 

 

(8) ヤマビル被害対策事業費補助（市町村） ④                 112万円☆  

深刻化するヤマビル被害に対応するため、市町村が地域ぐるみで実施する環境整備活

動等のヤマビル対策に対して補助する。 

 

(9) 特定外来生物対策事業（生物多様性保全基盤整備事業推進費で計上） ① 93万円☆                

特定外来生物であるアライグマの捕獲に向け、生息分布を把握するためのモニタリン

グ調査を実施する。 
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農林水産業の活性化                                 

１ 農業の振興 

(1) 県産品ブランド推進事業諸費 ①                   526万円 

県産農水産品のブランド力を強化するため、「かながわブランド」やそのサポート店

の登録、県産農水産品の販売促進等を行う協議会に対して負担金を支出する。 

 

(2) ６次産業化支援体制整備事業費 ①                 4,629万円 

生産から加工・販売までを一体化する取組（６次産業化）を推進するため、６次産業

化を目指す生産者の相談対応等を行う神奈川県６次産業化サポートセンターを運営す

る。 

 

(3) 都市農地保全支援事業費 ④                    1,032万円 

生産者の営農意欲を喚起するとともに、県民の都市農業に対する理解を促進して、農

地の保全を図るため、生産緑地の多面的機能を強化する設備の整備等に対して、市と連

携して補助する。 

 

(4) 花と緑のふれあいセンター特定事業費 ①             2億5,674万円 

花と緑のふれあいセンター〈花菜ガーデン〉（平塚市寺田縄）の施設整備や維持管理

等に係る費用をＰＦＩ事業者に対して支払う。 

 

(5) 大船フラワーセンター指定管理費 ①                9,437万円 

大船フラワーセンター（鎌倉市岡本）の管理運営に係る費用を指定管理者に対して支

払う。 

 

(6) スマート農業試験研究費 ①                      803万円☆ 

農作業の効率化による負担軽減等を実現するため、ドローンを活用した露地野菜の生

育状況把握技術の開発等を行うとともに、スマート農業技術の導入に関する研修を行

う。 

 

(7) 農業技術センター耐震補強工事費 ④               2億1,728万円 

農業技術センター三浦半島地区事務所及び農業技術センター足柄地区事務所根府川分

室の建物の安全性を確保するため、耐震補強工事等を行う。 

 

(8) 経営所得安定対策等推進事業費 ①                       1,038万円  

農業者の所得を確保するため、国が実施する「経営所得安定対策」を円滑に推進する

とともに、市町村及び団体が行う事務に対して補助する。 

○新 
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(9) 農薬安全対策事業費 ①                                124万円  

農薬の安全かつ適正な使用の推進を図るため、農薬販売者及び農薬使用者に対して立

入検査や巡回指導を行うとともに、講習会の開催、農薬管理指導士の認定を行う。 

 

(10)担い手育成資金等利子補給等事業費 ①                           753万円  

農業の担い手の育成・確保や経営の近代化に資するため、農業者等が建築物や構築物

の造成、農機具等の取得及び農地の取得等を行うに当たり、必要な資金を借り受けた場

合に支払利子の一部利子補給等を行う。 

 

(11)農業担い手育成事業費 ①                                 700万円 

新規就農者の確保と本県農業の将来を担う人材を育成するため、技術支援や経営改善

指導等を実施するとともに、女性農業者の経営参画を促進するための研修等を行う。 

 

(12)トップ経営体育成支援事業費 ①                            1,342万円 

「トップ経営体」※を育成するため、意欲ある若手生産者を対象に、経営能力の開

発・向上を目的とした研修を実施するとともに、研修修了者が規模拡大に向けて行う施

設整備等に対して補助する。※ 優れた経営感覚を有する、年間販売額3,000万円以上の経営体 

 

(13)農業人材力強化総合支援事業費 ①                    2億 198万円 

次世代を担う農業者を育成するため、就農前の研修を後押しする資金及び就農直後の

経営確立を支援する資金を交付するとともに、新たに、新規就農者に対し、経営発展の

ための機械・施設等の導入を補助する。 

 

(14)農業経営法人化支援総合事業費 ①                       615万円 

経営意欲のある農業者が創意工夫を生かした農業経営を展開するため、個々の経営課 

題に対して、専門家の派遣等を行う。 

 

(15)環境保全型農業直接支払事業費補助 ①                      488万円  

環境保全型農業を推進するため、農業者等が化学肥料や化学合成農薬を原則５割以上

低減し、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組む場合、その

取組面積に応じて補助する。 

 

(16)国際園芸博覧会会場建設費補助 ④                      3,336万円☆  

国際的な園芸文化の普及、花と緑のあふれる暮らしの実現や、これらを通じたＳＤＧ

ｓ達成への寄与等を目的とした博覧会の開催に向けた支援を行うため、開催運営等を行

う「（一社）２０２７年国際園芸博覧会協会」による会場建設に対して補助する。 

○新 

一部○新 
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(17)農道整備事業費（公共事業）  ④                   8億2,560万円  

農作物の集出荷作業の省力化や流通の改善等を図るため、広域農道等の整備を行う

とともに、市町村（農業振興地域整備計画を定めている市町村に限る）が行う一般農

道等の整備に対して補助する。 

＜実施地区＞広域農道小田原湯河原線（小田原市、真鶴町、湯河原町）ほか４地区 

 

(18)県営ほ場整備事業費（公共事業） ④                    5,000万円 

農地の規模拡大による生産性の向上、農業経営の安定、担い手の育成に資するた

め、ほ場（田や畑などの耕地）の区画整理、農道、水路等の整備を行う。 

＜実施地区＞内山地区（南足柄市） 

 

(19)県営かんがい排水事業費（公共事業） ④                  2億6,000万円  

農業用水の安定的確保と用水管理の円滑化を図り、生産性の向上と農業経営の安定

に資するため、幹線用水路を整備する。 

＜実施地区＞相模川右岸２期地区（厚木市、伊勢原市） 

 

(20)農村振興総合整備事業費（公共事業） ④                     3,600万円  

かんがい施設や農道等の農村地域の振興に必要な施設整備を総合的に行う。 

＜実施地区＞諸磯小網代地区（三浦市）ほか１地区 

 

(21)農村振興総合整備事業費補助（公共事業）  ④              1億4,378万円  

水路や農道等の農村地域の振興に必要な施設を地域の実情に合わせて総合的に整備

する市町村（農業振興地域整備計画を定めている市町村に限る）に対して補助する。 

＜実施地区＞厚木地区（厚木市）ほか４地区 

 

(22)農業用施設防災対策事業費（公共事業）  ④              1億6,160万円  

豪雨・地震などの影響により、農業用施設が周辺地域へ被害を及ぼすことを未然に

防止するため、用排水路等の整備・補強を行うとともに市町村（農業振興地域整備計

画を定めている市町村に限る）が行う農道橋の補強等に対して補助する。 

＜実施地区＞相模川左岸用水地区（海老名市）ほか７地区 

 

(23)かながわホームファーマー・農業サポーター事業費  ④         1,226万円  

農地の有効活用を図るため、耕作放棄地を借り受けて復旧し、野菜や柑橘類の栽培

研修付き農園を開設する。また、一定の栽培技術と意欲のある都市住民をかながわ農

業サポーターとして認定し、サポーターが耕作する農地の復旧や貸借の支援を行う。 
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(24)農地集積推進事業費補助 ④                     850万円 

担い手への農地集積を図り、農業の経営規模の拡大、農地利用の効率化を促進する

ため、農地の中間的受け皿となる農地中間管理機構が実施する農地売買事業における

経費に対して補助する。 

 

(25)農地中間管理機構事業推進費補助 ④                 5,270万円 

担い手への農地集積を図り、農業の経営規模の拡大、農地利用の効率化を促進する

ため、農地中間管理機構が実施する農地中間管理事業における経費に対して補助する。 

 

(26)機構集積協力金補助（国庫） ④                    248万円 

   担い手への農地集積・集約化を促進するため、農地中間管理機構に農地を貸し出し

た、一定の要件を満たす地域及び個人へ協力金を交付する市町村に対して補助する。 

 

２ 畜産業の振興 

(1) かながわ畜産物生産拡大推進事業費 ①                550万円  

      生産性や収益性の向上による養豚経営の体質強化を図るため、多産系改良型種豚を開 

発するとともに、市場ニーズに合った肉豚生産を推進する。 

 

(2) かながわ酪農活性化対策事業費 ①                           595万円  

酪農業の活性化を図るため、酪農関係団体と連携し、生産能力の高い優れた乳牛の増 

産技術を活用した生産基盤の強化に取り組むとともに、若者の県内酪農業への就職を促

進するため、県内高校生等の牧場における実践的研修に対するフォローアップを行う。 

 

(3) 畜産環境保全推進事業費 ①                           471万円  

畜産経営に起因する臭気の拡散を低減するため、畜産技術センター（海老名市本郷）

の環境制御型養豚施設における脱臭技術の実証試験を行う。 

 

(4) かながわ畜産物販売戦略強化事業費 ①               463万円  

県産畜産物の評価を高め販路拡大につなげるため、県と生産者団体で構成する協議会

において、認知度向上に資する情報発信力の強化に取り組むとともに、県産肉用鶏「か

ながわ鶏」のブランド力の強化に向けた取組など、県産畜産物の出口戦略を推進する。 

 

(5) 畜産環境機械整備事業費補助 ①                       59万円  

畜産環境整備に必要な家畜ふん尿処理施設機械等の整備を図るため、畜産環境整備機 

械等のリース事業に対して補助する。 
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(6) 家畜伝染病予防事業費 ①                           1,982万円  

高病原性鳥インフルエンザ、ヨーネ病等の家畜伝染病の発生予防及びまん延を防止す 

るため、検査や防疫措置等を実施するとともに、防疫作業に必要な資機材を備蓄し、迅 

速な初動防疫体制の確立を図る。 

 

(7) 家畜衛生対策事業費 ①                             822万円  

家畜の慢性疾病対策や畜産物の安全性を確保するため、畜産農家への衛生対策指導を 

行うとともに、高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病発生時に備えるため、実践的 

な防疫演習を行う。 

 

(8) 豚熱対策事業費  ①                             1億7,044万円☆ 

   豚熱の予防対策を着実に実施するため、飼育に係る新たな衛生管理基準への対応や野 

生いのししの豚熱感染の検査体制確保、ワクチン接種対応等を行うとともに、発生時 

は迅速な防疫活動を行えるよう、資機材活用体制の整備や関係機関との連携体制を強 

化する。 

 

○新(9) 家畜防疫対策倉庫整備事業費  ①                           1,288万円  

豚熱や高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病の発生時の初動防疫に不可欠な資機

材の備蓄及び一元的な管理を行うため、湘南家畜保健衛生所及び県央家畜保健衛生所に

備蓄倉庫を整備する。 

 

(10)ＢＳＥ特別対策事業費 ①                          323万円  

牛海綿状脳症（ＢＳＥ）の発生予防及びまん延を防止し、畜産物の安全性の確保を図 

るため、牛海綿状脳症対策特別措置法に基づき、96か月齢以上の死亡牛全頭の届出受理 

と検査を行う。 

  

 (11)畜産技術センター試験研究費 ①                   2,347万円   

畜産農家の生産性向上の検討や、地産地消を推進するための試験研究を行う。 

 

(12)養豚対策費 ①                             2,042万円  

養豚経営の体質強化を図るため、畜産技術センターで造成した優れた能力を持つ系統 

豚を活用した豚肉の銘柄化を進めるとともに、養豚経営安定資金の造成に対して補助する。 

 

(13)大野山乳牛育成牧場費 ④                        403万円  

大野山乳牛育成牧場跡地の適正な管理を行う。 
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３ 林業の振興 

(1) 森林環境譲与税基金活用事業費 ①              2億1,909万円☆ 

     森林環境譲与税を活用して、市町村が行う森林の整備や木材利用等に関する施策を 

支援するため、市町村への人材・技術支援や、市町村のモデルとなる取組、航空レーザ 

測量による森林資源情報の更新、ナラ枯れ被害木の調査等を行う。 

また、新たに森林情報を一元管理するクラウドシステムの構築を行う。 

 

(2) かながわ認証木材活用促進事業費補助 ①              162万円  

県産木材の安定供給を図るため、かながわ森林・林材業活性化協議会が行う県産木

材の認証管理事業に対して補助する。 

 

(3) 県産木材活性化対策費補助 ①                   127万円  

県産木材の認知度を高め、利用促進を図るため、林業・木材関係団体が行う県産木

材に関する普及事業に対して補助する。 

 

(4) 県産木材普及促進事業費 ①                     96万円  

県産木材の利用を促進するため、普及啓発を実施する。 

 

(5) 木造公共施設等整備費補助（国庫） ①              1,800万円  

県産木材の利用促進を図るため、市町村や民間事業者等が行う県産木材を使用した

木造施設等の整備に対して補助する。 

 

(6) 優良種苗確保育成事業費 ①                    320万円 

   花粉発生源対策を推進するため、花粉症対策品種の採種園の維持管理を行うととも

に、本県が平成30年に品種登録の出願を行った無花粉ヒノキの苗木生産に向けて、無

花粉ヒノキの採穂園を整備する。 

 

(7) 間伐材搬出促進事業費 ④                   3億  382万円  

間伐材の有効活用の促進を図るため、間伐材の集材・搬出や神奈川県森林組合連合

会が行う原木の安定流通等を確保する取組への補助等を実施する。 

 

(8) 林業担い手対策事業費 ①                    7,074万円  

林業の労働力確保や就業者の育成を図るため、かながわ森林塾において新規就業希

望者及び中堅・上級技術者を対象とした研修を実施する。 

 

 

一部○新 
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(9) 林道開設事業費  ④                             8,449万円  

   林業経営の効率化と森林の適正な管理を図るため、林道の開設を行う。 

＜実施地区＞猿沢北支線林道（足柄下郡箱根町）ほか１箇所 

 

(10)林道改良事業費 ④                        7億4,005万円 

林道の車両通行の安全性、木材生産の効率性の向上を図るため、法面保全、舗装、

局所改良等を行うとともに、橋梁の補修を行う。 

＜実施地区＞秦野峠林道（足柄上郡松田町）ほか28箇所 

 

４ 水産業の振興 

(1) 漁業管理制度推進事業費 ①                     60万円  

国が実施する資源管理の対象魚種（マアジ、マイワシなど）について、その漁獲量

を報告するため、漁獲データの収集を行う。 

 

(2) あゆ種苗生産委託事業費 ④                   4,527万円  

内水面漁業の振興を図るため、河川放流用などのアユの稚魚の生産を行う。 

 

(3) 磯焼け対策推進費 ①                                  304万円☆ 

沿岸域の水産資源を回復するため、海藻の一種のカジメの中で早熟なカジメの増殖

試験等により磯焼け※した藻場の再生を図るとともに、食害生物であるムラサキウニ

の養殖技術の研究及び商品開発を促進する。 

※ 海藻を食べる魚（アイゴ）やムラサキウニなどが増加したことにより、海藻が食べつく

され藻場が消失する現象 

 

(4) 資源管理型栽培漁業推進事業費 ①                   65万円  

稚魚の放流と漁獲管理を一体的に取り組む資源管理型栽培漁業を推進するため、放

流した稚魚の一部を残し、次世代の資源増加につなげる管理手法の開発等を行う。 

 

(5) かながわの魚販売促進事業費 ①                        132万円  

ＤＨＡなど健康に良い成分を豊富に含む県産水産物について、生鮮水産物の普及を

促進するとともに、流通実態や消費者ニーズを反映した加工品を開発・普及して、県

民の豊かな食と健康の保持・増進を図る。 

 

(6) 漁業就業・定着化促進支援事業費 ①                 1,041万円☆ 

若者の新規就業を促進するため、令和２年度に開校した「かながわ漁業就業促進センタ

ー」にて、漁業未経験者等を対象に、就業に必要な知識等を身につけるための研修を行う。 
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(7) 水産業協同組合指導費 ④                        1,876万円  

漁業者の経営安定を図るため、不漁などにより漁業者が被る損失を補填する共済事

業に対して補助する。 

 

(8) 漁場環境保全対策費 ④                         224万円☆  

水産資源に重要な藻場等の漁場環境の改善を図るため、ウニ等の食害生物の駆除、

海や河川での清掃活動など漁業者等が自主的に行う環境保全活動に対して補助する。 

 

(9) 水産技術センター試験研究費 ①                     6,382万円  

水産資源の適切な管理、漁場環境や生態系の保全、栽培漁業や定置網漁業に関する技

術の開発等を行うため、水産技術センター(三浦市三崎町)において各種調査・研究を行う。 

 

(10)水産業改良普及活動費 ④                      115万円  

沿岸漁業の生産性の向上や資源管理・栽培漁業の啓発、漁家経営の改善を図るた

め、漁業者に対して、地域に精通した普及指導員による普及活動を実施する。 

 

(11)種苗量産技術開発事業費 ①                      345万円  

沿岸域の水産資源の増大を図るため、稚魚の生産技術を開発した魚種を対象に、量

産技術の開発を行う。 

 

(12)水産動物保健対策事業費 ①                     64万円  

魚類防疫対策の推進のため、県内養殖場を対象にした魚病診断、県内養殖業者を対

象にした魚病対策技術に関する講習会及び水産用医薬品の適正使用の指導等を行う。 

 

(13)東京湾貧酸素水塊対策研究費 ④                    300万円☆ 

東京湾で発生する貧酸素水塊※の詳細な調査を進め、漁業者参加による動態観測体制

の構築を図るとともに、シャコやマコガレイ等減少した水産資源回復のための対策を国

に提案する。 

※ 春から秋にかけて、海底に堆積したプランクトンなどの有機物をバクテリアが分解する

際に酸素が消費されることで、海中の溶存酸素量が極端に低い水域が発生する現象 

 

(14)漁港整備事業費 ④                          16億8,197万円  

漁港の機能を維持するため、特定漁港漁場整備計画等に基づいて県営漁港の整備を

実施するとともに、市町が実施する市町営漁港の整備に対して補助する。 

＜実施地区＞県営漁港整備  三崎漁港（三浦市）、小田原漁港（小田原市） 

市町営漁港整備 長井漁港（横須賀市）ほか５漁港 
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(15)漁場整備事業費 ①                                         1億8,265万円☆ 

沖合から潮流に乗って回遊してくる魚種の変化に対応し、キハダマグロなどが滞留す

る漁場を相模湾内に造成するため浮魚礁の整備を行う。 

 

  (16)三浦水産合同庁舎耐震補強工事費 ④                9,968万円  

三浦水産合同庁舎の建物の安全性を確保するため、耐震補強工事を行うとともに、

事務所機能を一時的に移転する。 

 

大規模な災害への対応力の強化                            

(1) 農業用施設防災対策事業費（公共事業）（再掲） ④          1億6,160万円  

豪雨・地震などの影響により、農業用施設が周辺地域へ被害を及ぼすことを未然に

防止するため、用排水路等の整備・補強を行うとともに市町村（農業振興地域整備計

画を定めている市町村に限る）が行う農道橋の補強等に対して補助する。 

＜実施地区＞相模川左岸用水地区（海老名市）ほか７地区 

 

(2) 治山事業費（再掲） ④                    12億3,170万円  

山地災害の防止、水源かん養機能の向上、生活環境の保全を図るため、荒廃地の復

旧、山地災害危険地区の保全を行うとともに、既存の治山施設の補修を行う。 

＜実施地区＞足柄上郡山北町山市場（峰ノ沢）ほか27箇所 

 

(3) 三崎特定漁港漁場整備事業費（公共事業）（漁港整備事業費の一部）  ④ 

2億5,900万円   

災害時の水産物流拠点としての機能を確保するため、城ヶ島大橋の腐食防止塗装や、

諸磯湾泊地の浚渫等を行う。 

＜実施地区＞三浦市三崎 

 

(4) 小田原特定漁港漁場整備事業費（公共事業）（漁港整備事業費の一部） ④ 

       8億1,700万円   

防災機能の向上や水産業の振興を図るため、西側エリアの防波堤の整備や、南町地区

の海岸保全工事を行う。 

＜実施地区＞小田原市早川 

 

(5) 農林水産施設災害復旧費  ④                  5億4,425万円 

      農林水産施設の災害復旧を行うとともに、市町村等が実施する農林水産施設の災害復 

旧工事等に対して補助する。また、令和元年台風第 19 号により被災した林道施設の復

旧を図るため、引き続き復旧工事を行う。 

一部○新   

  



Ⅲ　参考資料

3,983万円

1億7,134万円

2,500万円

3 業務部門

287万円

8,000万円

6億6,093万円

2,850万円

3億9,224万円

3,000万円

・新　脱炭素化戦略推進事業費　3,000万円〔環境農政局〕

部
門
横
断
的
な
二
酸
化
炭
素
削
減
対
策

3,983万円

　地球温暖化対策の推進に関する法律の一部改正に伴い、神奈川県地球温暖化対策計画に再エネの
利用促進等に関する施策目標の追加が義務付けられたことから、その目標策定に必要となる、数値
等に関する調査を実施する。

1  総合的な対策等
   に向けた調査

・分散型エネルギーシステム導入費補助　3,000万円〔産業労働局〕

2,850万円

　ＦＣＶの普及に不可欠な水素ステーションの整備に対して補助する。その際、水素ステーション
が設置されていない市町村に新たに整備する場合に補助を増額する。6億6,093万円

○廃棄物の排出抑制等の推進

・プラスチックごみ削減推進事業費（一部）　765万円〔環境農政局〕

5 運輸部門

・新　ＥＶ等導入促進事業費補助　5億7,350万円〔産業労働局〕

　2030年度までに県内で販売される新車乗用車の全電動車化（※）を目指し、電気自動車（Ｅ
Ｖ）・プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）の導入やＥＶ等の充電設備の整備に対して補助す
る。また、ＥＶ等と建物の間で充給電を行うＶ２Ｈ設備の導入に対して補助する。その際、ＥＶ等
と併せてＶ２Ｈ設備を導入する場合に補助を増額する。
　※電動車：ＥＶ、燃料電池自動車（ＦＣＶ）、ＰＨＶ、ハイブリッド自動車（ＨＶ）

・水素ステーション整備費補助　4,200万円〔産業労働局〕

   循環型社会づくり計画の目標の達成に向け、施策の柱である「資源循環の推進」及び「適正処理の推進」
を図るため、廃プラスチック類等の資源循環の推進に係る普及啓発等を実施する。

6 　「かながわプラごみゼロ宣言」に基づき、リサイクルされない、廃棄されるプラスチックごみゼ
ロを目指すため、ワンウェイプラの削減、プラごみの再生利用の推進等に係る取組を行う。

　地球温暖化を防止するための取組（緩和策）や、既に現れている地球温暖化の影響を回避・軽減する取組（適応策）
を推進する。

区　分 令 和 ４ 年 度 の 主 な 事 業 と 予 算 額

部
門
別
の
二
酸
化
炭
素
削
減
対
策

○事業活動における対策等

・中小規模事業者省エネルギーサポート事業費　857万円〔環境農政局〕

　中小規模事業者の省エネ対策への取組を支援するため、省エネに関する専門家による無料の省エ
ネ診断を実施する。

・新　中小規模事業者省エネルギ―設備導入支援補助　1億4,661万円〔環境農政局〕

　中小規模事業者のサプライチェーンの脱炭素化への取組を支援するため、省エネ診断で提案され
た設備の導入に対して補助する。1億7,134万円

○建築物の省エネルギー化

１　気候変動対策に関する取組

・エネルギー自立型住宅促進事業費補助　8,000万円〔産業労働局〕

産業部門2

○脱炭素型のライフスタイルの促進

・ＺＥＢ導入費補助　2,500万円〔産業労働局〕

2,500万円
　省エネと創エネにより年間の一次エネルギー消費量を正味でゼロにする、ネット・ゼロ・エネル
ギー・ビル（ＺＥＢ）の導入に対して補助する。

○脱炭素化に向けた戦略策定等

　国の「地域脱炭素ロードマップ」等を踏まえ、温室効果ガス排出量の削減目標の達成に向けて、
県が行うべき総合的な対策の整理及び取りまとめのほか、その効果推計等を含めた戦略を策定する
とともに、地域の脱炭素化を図るための神奈川県版脱炭素モデル地域の設置に向けて、地域におけ
る取組内容に関する調査等を行う。

・新　地域再エネ導入目標策定業務委託費　983万円〔環境農政局〕

4 家庭部門

・地球温暖化対策普及推進費（一部）　287万円〔環境農政局〕

○住宅の省エネルギー化

　省エネと創エネにより年間の一次エネルギー消費量を正味でゼロにする、ネット・ゼロ・エネル
ギー・ハウス（ＺＥＨ）の導入や、ＺＥＨ化することが困難な既存住宅の省エネ改修工事に対して補助する。

　家庭における省エネを推進するため、ガイドブックを作成し、家電量販店やホームセンター等と
連携した普及啓発等を行う。

・循環型社会づくり推進事業費　190万円〔環境農政局〕

○再生可能エネルギー等の分散型電源の導入拡大

7

8,287万円

○環境負荷の少ない自動車等の利用促進

廃棄物部門

再生可能エネ
ルギー等の分
散型電源の導
入促進

・自家消費型太陽光発電等導入費補助　3億1,320万円〔産業労働局〕

・太陽光発電初期費用ゼロ促進事業費補助　4,850万円〔産業労働局〕

　住宅への太陽光発電の導入拡大を図るため、初期費用ゼロで住宅に太陽光発電を導入する事業
（住宅用０円ソーラー）に対して補助する。また、蓄電池を併せて導入する事業に対して補助を増額する。

○安定した分散型電源の導入拡大

　平時における電力と熱の効率的な利用とともに、災害時の強靭性（レジリエンス）向上を図るた
め、ガスコージェネレーション等の導入に対して補助する。

　事業所への太陽光発電等の導入拡大を図るため、初期費用ゼロで事業所に太陽光発電等を導入す
る事業（事業所用自家消費型０円ソーラー）を含む自家消費型の太陽光発電等の導入に対して補助
する。また、蓄電池を併せて導入する事業に対して補助を増額する。

4億2,224万円

・燃料電池自動車等導入費補助　3,800万円〔産業労働局〕

　水素エネルギーの導入を促進するため、個人や事業者によるＦＣＶ等の導入に対して補助する。
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105万円

2,900万円

16億1,545万円

210万円

2,309万円

3億  631万円

１～13の計（緩和策） 34億  777万円

1,614万円

304万円

300万円

477億4,754万円

764万円

1億　376万円

14の計（適応策） 478億8,114万円

1～14の計 512億8,891万円

2億5,766万円

・県有施設のＬＥＤ化工事　8,432万円

○各エネルギー管理者による主な取組 16億6,308万円

  19億2,074万円

合　計  532億  966万円

　エネルギー関連産業への中小企業の参入促進を図るための講座等を実施する。

・新　公用車の電動車化(ＥＶ１台、ＰＨＶ２台、ＨＶ９台)  3,358万円

部
門
横
断
的
な

二
酸
化
炭
素
削
減
対
策

　災害が発生した場合においても安全で円滑な道路交通を確保するため、信号機電源付加装置等を
整備する。

13
広域連携・
国際環境協力

温
暖
化
対
策
を
支
え
る
取
組

8
環境・エネ
ルギー産業
の振興

○エネルギー関連産業への参入促進等

・スマートエネルギー関連製品等開発促進事業費　105万円〔産業労働局〕

3億  631万円

105万円

2,900万円

そ
の
他

ガ
ス
対
策

9

二
酸
化
炭
素

吸
収
源
対
策 16億1,545万円

・【知事部局】道路照明のＬＥＤ灯等への転換 　1,806万円
・【企業庁】浄水場の空調設備を省エネ型設備に更新  1,174万円

○健康

・環境監視システム維持運営費  764万円〔環境農政局〕

　大気環境測定局で収集したデータにより環境汚染の状況を常時把握するとともに、光化学スモッ
グ注意報発令等の緊急時措置を行う24時間稼働のシステムの運営等を行う。

○都市生活

・交通安全施設整備費（補助事業） 3,376万円〔県土整備局〕

○学校教育等における環境教育の推進

・環境学習推進事業費　642万円〔環境農政局〕

○近隣自治体等と連携した温暖化対策や国際環境協力の推進

・地球温暖化対策普及推進費（一部）　170万円〔環境農政局〕

　九都県市が連携して、節電や地球温暖化防止に係るキャンペーン等を実施する。

・（公財）地球環境戦略研究機関補助金　8,645万円〔環境農政局〕

　環境学習を推進するため、環境問題についての知識や経験を有する専門家を学校に派遣するほ
か、地球温暖化防止活動推進員や環境団体の支援を実施する。

・一部新　全県有施設での再エネ電力100％化(一部の県有施設で実施)　(※)－万円

　再生可能エネルギーに対する理解増進を図ることを目的として、「あいかわ・つくい次世代エネ
ルギーパーク」の施設を中心に普及啓発を図る。

※　これまでの通常電力の予算の範囲内で対応予定のため、「－万円」としている。 15の計
  19億2,074万円 ・【警察本部】信号機のＬＥＤ化(車両用2,982灯程度、歩行者用3,408灯程度)   9億8,633万円

478億8,114万円

15  県の率先実行

○全庁的な取組

14

森林等の
整備・保全

210万円

・水源林整備事業費  11億9,112万円〔環境農政局〕

  公益的機能の高い森林を育成するため、確保した森林の整備及び管理を行うとともに、管理道を
整備する。

12
地球温暖化
対策教育

11 フロン類対策

○森林の整備・保全

　法律に基づき、フロン類充塡回収事業者等の登録や立入検査の実施等を行う。

○フロン排出抑制法等の適正運用の推進

・フロン類充塡回収事業者等への指導　40万円〔環境農政局〕

10

 適応策

○普及啓発等

・一部新　気候変動対策推進費　1,614万円〔環境農政局〕

○自然災害

・水防災戦略の推進　475億8,074万円〔くらし安全防災局、環境農政局、県土整備局、企業局〕

　水害の発生を防止し、遅らせ、その影響を最小限に留めるためのハード対策及び住民の避難を中
心としたソフト対策を強化するため、水防災戦略を推進する。

・東京湾貧酸素水塊対策研究費  300万円〔環境農政局〕

○水環境・水資源

・磯焼け・海藻緊急再生支援事業  248万円〔環境農政局〕

　気候変動に伴う海洋環境の変化に対応し、県沿岸域の水産資源を再生させ、低下した漁業生産力
の回復を図るため、磯焼けにより消失した藻場の再生を行う。

○農業・林業・水産業

　東京湾で発生する貧酸素水塊の影響を緩和する対策等の研究を実施するとともに、シャコ等減少
した水産資源回復のための対策を国に提案する。

　気候変動に関する県民や事業者等の関心や理解を深めるため、小学生向けの動画学習教材や、脱
炭素に関する県の取組等の情報を一元化した新たなポータルサイトの作成等を行う。

2,309万円

○地域における効率的なエネルギー利用の促進

  太陽光発電や蓄電池、ＥＶ等を高度なエネルギーマネジメント技術で制御し、あたかも一つの発
電所のように機能させることで電力の需給バランスを保つ調整力として活用するバーチャル・パ
ワー・プラント（ＶＰＰ）を形成する事業に対して補助する。

・新　ＶＰＰ形成促進事業費補助　2,100万円〔産業労働局〕

・次世代エネルギーパーク普及・啓発事業　1,587万円〔企業庁〕

脱炭素型の
まちづくり
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予算額

297億7,981万円

　 １ 一般廃棄物の排出抑制、再使用、再生利用の推進 1億6,494万円

・循環型社会づくり推進事業費　   　  　 190万円〔環境農政局〕

・プラスチックごみ削減推進事業費　      803万円〔環境農政局〕

・市町村廃棄物処理事業等指導費       　 217万円〔環境農政局〕

２ 産業廃棄物の排出抑制、再使用、再生利用の推進 295億9,988万円

・廃棄物総合対策推進事業費            　859万円〔環境農政局〕

・畜産環境保全推進事業費（一部）        115万円〔環境農政局〕

・県有施設長寿命化対策費（一部）  10億9,434万円〔総務局〕

３ 人材の育成と広域連携の推進等 1,498万円

・環境学習推進事業費（一部）          　616万円〔環境農政局〕

・消費者教育強化事業費（一部）       　 250万円〔くらし安全防災局〕

12億7,183万円

１ 廃棄物の適正処理の推進 　6億　349万円

・産業廃棄物最終処分場維持管理費   1億7,285万円〔環境農政局〕

２ ＰＣＢ廃棄物の確実な処理  3億2,389万円

・ＰＣＢ廃棄物等処理費　　　   　　3億  461万円〔環境農政局〕

・ポリ塩化ビフェニル廃棄物等調査事業費  441万円〔環境農政局〕

３ 不法投棄・不適正保管の未然防止対策の推進  1億  818万円

・不法投棄対策等推進費　                933万円〔環境農政局〕

・河川修繕費（単独事業）（一部）   　 5,585万円〔県土整備局〕

４ 海岸美化等の推進 2億3,627万円

・海岸漂着物等対策事業費　         1億3,749万円〔環境農政局〕

・海岸漂着物等対策事業費補助（市町村）8,485万円〔環境農政局〕

合　計　　 310億5,165万円

Ⅱ 適正処理の推進

　廃棄物の適正処理を推進するため、排出事業者及び処理業者への指導や県民、事業
者及び市町村等と連携・協力した不法投棄・不適正保管対策を推進する。

・産業廃棄物最終処分場しゃ水施設整備事業費
                                   1億8,409万円〔環境農政局〕

２　循環型社会づくりの推進

　　「神奈川県循環型社会づくり計画」に基づき、廃棄物の排出抑制・再使用・再生利用・適正処
　理及び不法投棄・不適正保管の未然防止対策を推進する。

令和４年度の主な事業

Ⅰ 資源循環の推進

　廃棄物の排出そのものをできる限り減らすため、不要となったものでも使えるもの
はできるだけ繰り返し使い、繰り返し使えないものは資源として活用する３Ｒ（リ
デュース：排出抑制、リユース：再使用、リサイクル：再生利用）の一層の推進に取
り組む。
　また、地球温暖化対策が喫緊の課題であることから、温室効果ガスの排出を抑制す
るため、３Ｒを推進するとともに、廃棄物エネルギーの有効利用を促進する。

・横浜緑ケ丘高校整備工事費ほか   245億5,243万円〔教育局〕
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○　水源環境保全・再生の取組を効果的かつ着実に推進するため策定した第４期かながわ水源

　環境保全・再生実行５か年計画に基づき、11の特別対策事業を推進する。
　

○　これらの事業については、個人県民税の超過課税（水源環境保全税）等を財源とする。

○　事業の財源とその使途及び充当額を明確化するため、水源環境保全・再生事業会計及び水源

　環境保全・再生基金により運営する。

○　事業費及び資金の流れの概要

３　水源環境保全・再生への取組（水源環境保全・再生事業会計）

総額 86億3,316万円 水源環境保全・再生事業会計

前年度末基金残高
からの繰入れ

1億7,599万円
44億  468万円

42億2,847万円
事業費の計（Ｂ）(財源の明確化)

（使途・充当額の明確化）
15万円

水源環境保全・再生
基金積立金（Ａ）

基金積立金を事業
の財源に充当

積
立
て

42億2,832万円

寄附金等

特
会
繰
入

個人県民税の
超過課税相当分

（Ａ＋Ｂ）

基金のほか、諸収入

(預金利子等)21万円を含む

① 水源の森林づくり事業の推進

② 丹沢大山の保全・再生対策

③ 土壌保全対策の推進

⑤ 地域水源林整備の支援

④ 間伐材の搬出促進

県 民

良質で安定的な水の供給

施
策
効
果
の
検
証

参加と意見の反映

施策の見直し

相
模
川
水
系
上
流
域

対
策
の
推
進

⑨

施
策
の
評
価

森林の保全・再生

地下水の保全・再生

⑥ 河川・水路における自然浄化対策の推進

⑦ 地下水保全対策の推進

水源環境への負荷軽減

水源環境保全・
再生を支える取組

水
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

の
実
施

⑩

県
民
参
加
に
よ
る
水
源
環
境
保
全
・
再
生

の
た
め
の
仕
組

⑪

第４期実行５か年計画の11事業（体系図）

豊
か
な
水
を
育
む
森
の

保
全
・
再
生
の
た
め
に

清
ら
か
な
水
源
の

保
全
・
再
生
の
た
め
に ⑧ 生活排水処理施設の整備促進

河川の保全・再生
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⑨相模川水系上流域対策
　の推進

⑩水環境モニタリングの
　実施

１ 豊かな水を育む森の保全・再生への取組

①水源の森林づくり事業
　の推進

②丹沢大山の保全・再生
　対策

・水源林確保事業費           　　　    8,952万円
・水源林整備事業費           　　　 3億4,690万円
・水源林づくり事務費　　　　　  　　　 4,623万円
・水源林長期施業受委託事業費     　 7億9,023万円
・かながわ森林塾推進事業費　　　    　 7,074万円

⑥河川・水路における
　自然浄化対策の推進

4,288万円

1億6,130万円

11億3,042万円

1億4,570万円

2億9,121万円

・水源環境調査費　　　　　　　　       3,573万円
・森林環境調査費　　　　　　　　　　1億4,983万円

合　計　 44億  468万円

6,276万円
・県民会議等運営費　　　　　　　　　　 5,681万円
・市民事業等支援費                       595万円

３ 水源環境保全・再生を支える取組

・森林整備共同事業費　　　　　　　　　 2,000万円
・生活排水対策共同事業費               2,288万円

1億8,556万円

⑧生活排水処理施設の
　整備促進

5億8,353万円

・市町村補助金（河川・水路整備）　　1億6,130万円

8億2,342万円

⑪県民参加による水源環
　境保全・再生のための
　仕組

２ 清らかな水源の保全・再生への取組

⑦地下水保全対策の推進

・市町村補助金（生活排水処理施設整備）
                                    8億2,342万円

・市町村補助金（地下水保全対策）　　1億4,570万円

・水源林基盤整備事業費              1億8,397万円
・高標高域自然林土壌保全対策事業費　1億5,697万円
・中標高域土壌保全対策事業費　　　　　　 250万円
・高標高域人工林土壌保全対策事業費　　 8,011万円

3億  500万円④間伐材の搬出促進

4億2,357万円③土壌保全対策の推進

・間伐材搬出促進事業費　　　　　　　3億  382万円
・間伐材搬出促進事業事務費　　　　　　　 118万円

・丹沢大山保全・再生対策事業費      3億2,531万円
・水源保全地域シカ緊急対策事業費　　     200万円

13億4,363万円

29億8,304万円

・市町村補助金（地域水源林整備）    5億8,000万円
・高齢級間伐促進事業費　　　　　　　　   353万円

3億2,731万円

⑤地域水源林整備の支援

令和４年度の事業 予算額
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予算額

１　農業の活性化 25億3,904万円
一部

①　新規就農者の確保・支援
　　新規就農者の確保と本県農業の将来を担う人材を育成するため、技術
　支援や経営改善指導や、新たに機械・施設等の導入に対する補助等を実
　施するとともに、女性農業者の経営参画を促進するための研修等を行う。

2,140万円

②　トップ経営体育成支援事業費
　　販売額3,000万円以上の「トップ経営体」を育成するため、意欲ある若
　手生産者を対象に、経営能力の開発・向上を目的とした研修を実施する
　とともに、研修修了者が規模拡大に向けて行う施設整備等に対して補助
　する。

1,342万円

③　地産地消や農作業の効率化等を推進するための技術開発
    地産地消の推進や、農作業の効率化による負担軽減等を実現するた
　め、ドローンを活用した露地野菜の生育状況把握技術の開発等を行うと
　ともに、スマート農業技術の導入に関する研修等を行う。

6,388万円

④　県産品ブランド推進事業諸費
　　県産農水産品のブランド力を強化するため、「かながわブランド」や
　そのサポート店の登録、県産農水産品の販売促進等を行う協議会に対し
　て負担金を支出する。

526万円

⑤　都市農地保全支援事業費
　　生産者の営農意欲を喚起するとともに、県民の都市農業に対する理解
　を促進して、農地の保全を図るため、生産緑地の多面的機能を強化する
　設備の整備等に対して、市と連携して補助する。

1,032万円

⑥　農地集積推進事業費
　　リタイアが見込まれる高齢農業者等から、営農意欲の高い認定農業者
　等へ、農地を集積することで、農業経営の規模拡大、農地利用の効率化
　を促進するため、農地の中間的受け皿となる農地中間管理機構に対して
　補助する。また、機構に農地を貸す地域等へ協力金を交付する市町村に
　対して補助する。

6,368万円

⑦　農業生産基盤の整備推進
　　農作業の効率化や、農作物の流通の改善等を図るため、ほ場（田んぼ
　や畑などの耕地）、水路、農道等の農業生産基盤を整備する。

20億2,051万円

⑧　畜産業における経営基盤強化・販路拡大
　　生産性の向上や人材確保による経営基盤の強化を図るため、酪農経営
  における後継牛確保対策や、県内高校生等に対する実践的な研修のフォ
  ローアップを行うとともに、県産肉用鶏「かながわ鶏」のブランド力を
  強化する。

3,955万円

⑨　豚熱対策事業費
    豚熱の予防対策を着実に実施するため、飼育に係る新たな衛生管理基
　準への対応や野生いのししの豚熱感染の検査体制確保、ワクチン接種対
　応等を行うとともに、発生時は迅速な防疫活動を行えるよう、資機材活
　用体制の整備や関係機関との連携体制を強化する。

1億7,044万円

⑩　鳥獣被害緊急対策事業費
　　鳥獣被害の拡大を防ぐため、市町村と一体となって行う対策強化のた
  めの経費や広域獣害防護柵の補修経費に対して補助するとともに、イノ
  シシやシカの捕獲奨励金を交付する。

1,008万円

〇その他　６次産業化支援体制整備事業費など 1億2,047万円

４  農林水産業の活性化

　　農林水産業の活性化を図り、新鮮で安全・安心な食料を将来にわたって県民に安定的に提
　供するため、担い手の育成・確保、県産農林水産物のブランド力向上、生産基盤となる農地
　の集積や施設整備の推進などに取り組む。

令和４年度の主な事業

新
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予算額

２　林業の活性化 14億7,673万円

⑪　林業担い手対策事業費
　　林業の労働力確保や就業者の育成を図るため、かながわ森林塾におい
　て新規就業希望者及び中堅・上級技術者を対象とした研修を実施する。

7,074万円

⑫　間伐材の搬出支援
　　間伐材の有効活用の促進を図るため、間伐材の集材・搬出や神奈川県
　森林組合連合会が行う原木の安定流通等を確保する取組に対して補助す
  る。

3億  382万円

⑬　木造公共施設等整備費補助（国庫）
　　県産木材の利用促進を図るため、市町村や民間事業者等が行う県産木
　材を使用した木造施設等の整備に対して補助する。

1,800万円

一部

⑭　森林環境譲与税における県の取組
    森林環境譲与税を活用して、市町村が行う森林の整備や木材利用等に
　関する施策を支援するため、市町村への人材・技術支援や、市町村のモ
　デルとなる取組、航空レーザ測量による森林資源情報の更新、ナラ枯れ
　被害木の調査等を行う。
    また、新たに森林情報を一元管理するクラウドシステムの構築を行う。

2億1,909万円

⑮　林道開設・改良事業費
　　林業経営の効率化や森林を適正に管理するため、林道の開設や、法面
　保全、舗装等を行う。

8億2,529万円

〇その他　県産木材加工施設等整備費補助（国庫）など 3,978万円

３　水産業の活性化 13億9,256万円

⑯　持続可能な水産業の構築に向けた取組
    水産業の成長産業化を図るため、スマート技術を活用した省力化等の
  推進、水産資源の回復・増大に向けた浮魚礁の整備、磯焼け対策等を実
  施する。また、漁業就業者を確保するため、「かながわ漁業就業促進セ
  ンター」において、漁業未経験者等を対象に、就業に必要な知識等を身
  につけるための研修を行う。

2億1,583万円

⑰　漁場環境等の調査・研究
　　シャコ等の減少した水産資源を回復するため、漁業調査船「江の島
　丸」等により、水産資源の現状把握等を行う。

2,012万円

⑱　三崎・小田原特定漁港漁場整備事業費
　　災害時の水産物流通拠点としての防災機能の向上や水産業の振興を図
　るため、三崎漁港においては、城ヶ島大橋の腐食防止塗装や、諸磯湾泊
　地の浚渫等を行う。また、小田原漁港においては、賑わいの拠点である
　西側エリアの安全性の向上を図るため防波堤の整備を行うとともに、南
　町地区の海岸保全工事を行う。

10億7,600万円

〇その他　あゆ種苗生産委託事業費など 8,060万円

合　計　 54億  834万円

令和４年度の主な事業

新
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区分 令和４年度の事業 予算額

(1) 緊急に実施することで被害を最小化するハード対策 4億3,439万円

①  県有緑地に係る現況情報の整備、被害防止対策の強化
    住宅地等への被害を防止するため、県有緑地について、災害発
  生可能性などに着目した現況調査を実施し、災害の発生可能性が
  高い箇所について、危険木の伐採など緊急対策を実施する。

4億3,439万円

(2)中長期的な視点で取組を加速させるハード対策 13億9,617万円

②　漁港施設等の防災機能の強化
　　漁港における被害の防止、最小化を図るため、高潮等の災害に
　備え、機能保全計画の策定等を行う。

7,000万円

③　治山施設・林道施設の長寿命化・強靭化
　　治山施設や林道施設の被害防止を図るため、施設の長寿命化・
  強靭化を進め、山地災害の復旧・予防対策を実施する。
    また、山地災害や流木による被害を軽減するため、山崩れや
　土砂流出などの危険が高い荒廃した森林について、人家等に近
　い箇所等で優先的に治山施設の整備を実施する。

3億7,445万円

④　農業水利施設等の整備・強靭化
　　豪雨等における被害の最小化を図るため、農業用排水路等の
　改修整備、農業用水路の水門の遠隔操作施設整備を実施する。
　　また、高潮などの災害に備え、緊急輸送路として、県西地域
　の幹線道路である国道135号の代替機能を考慮した農道の整備を
　優先的に実施する。

9億  170万円

⑤　緑地の防災対策の強化
　　県有緑地の現況調査の結果、対策の必要性が明らかとなった箇
　所について、土砂の流入や倒木被害を最小限に抑えるための対策
　工事（防護柵、擁壁等）を実施する。

5,002万円

(3)災害対応力の充実強化に向けたソフト対策 5,600万円

⑥　市町村への支援
　　市町村が実施する農業用ため池の浸水被害想定調査や農村地域
  の避難対策に対して、財政的な支援を行う。

5,600万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　合　計 18億8,656万円

 ５  水防災戦略の推進（環境農政局）

　

　令和元年の台風第15号、第19号での被害等を踏まえ、今後、頻繁に発生する
ことが危惧される水害の発生を防止し、遅らせ、その影響を最小限に留めるた
めのハード対策及び住民の避難を中心としたソフト対策の強化により目標の達
成を目指す。
　※水防災戦略は、令和２年度から４年度までの３か年の戦略

   【戦略の目標】
    「水害からの逃げ遅れゼロ」
    「県民のいのちを守り、財産・生活等への被害を軽減」
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